
議案第１号  

 

 

教育に関する議案に対する教育委員会の意見について 

 

 

（提案理由） 

  令和４年９月定例県議会へ提案する教育に関する議案に対し、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき、知事から教育委員会の

意見を求められており、教育委員会に付議する必要があるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

 

（教育委員会への意見聴取） 

第２９条 

地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他特に

教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合に

おいては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

参考：関係法令条項 
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財第８８号  

令和４年（２０２２年）８月３０日 

 熊本県教育委員会 

  教育長 白石 伸一 様 

 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫     

 

教育に関する議案に対する教育委員会の意見について 

令和４年９月熊本県議会定例会に提出を予定している議案のうち、下記議案に関

し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき、貴委員会

の意見を求めます。 

 

記 

 

第 １ 号 令和４年度熊本県一般会計補正予算（第６号）の関係部分 

第 ４ 号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備 

に関する条例の制定について 

第 19 号 財産の無償貸付けについて 

第 37 号 専決処分の報告及び承認について 

第 38 号 専決処分の報告及び承認について 

写 
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1 

 

 第 １ 号 

     令和４年度熊本県一般会計補正予算（第６号） 

    令和４年度熊本県の一般会計の補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

  第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ11,128,932千円を追加し、歳入歳出予算 

の総額を歳入歳出それぞれ 938,135,775千円とする。 

  ２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予 

  算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に 

繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

 第３条 債務負担行為の補正は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

 第４条 地方債の補正は、「第４表 地方債補正」による。 

 

   令和４年９月９日提出 

 

                                            熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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第１表 歳入歳出予算補正

2

補正前の額 補 正 額

千円 千円

款 項 計

歳 入

千円

3

1

1

2

1

国 庫 委 託 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

雑 入

県 債

2,605,456

59,827,075

1,372,525

10,316,539

79,266,000

4,640

18,781

1,909,345

25,934

1,378,000

2,610,096

59,845,856

3,281,870

10,342,473

80,644,000

1

2

3

4

5

国 庫 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

1

2

1 受 託 事 業

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

収 　 　 入

197,255,612

60,061,112

1,372,525

82,117,923

79,266,000

43,936,518

150,713,638

2,818,957

7,486,753

18,781

1,909,345

336,053

1,378,000

2,391,939

5,090,174

310,119

204,742,365

60,079,893

3,281,870

82,453,976

80,644,000

46,328,457

155,803,812

3,129,076

927,006,843 11,128,932 938,135,775歳 入 合 計
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3

補正前の額 補 正 額

千円 千円

款 項 計

歳 出

千円

1

3

1

1

企 画 費

災 害 救 助 費

公 衆 衛 生 費

職 業 訓 練 費

8,651,808

1,177,430

106,704,587

2,775,001

622,353

6,250

3,827,718

85,206

9,274,161

1,183,680

110,532,305

2,860,207

1

2

3

4

5 農 　 　 林

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

水 産 業 費

1

2

1

2

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

農 業 費

畜 産 業 費

43,252,838

108,959,306

121,973,981

3,387,934

67,528,219

62,329,963

40,466,604

18,557,127

2,338,881

622,353

2,586,537

3,827,718

85,206

452,474

2,477,092

103,195

4,166

730

43,875,191

111,545,843

125,801,699

3,473,140

67,980,693

64,807,055

40,569,799

18,561,293

2,339,611

3 農 地 費 22,800,546 10,418 22,810,964
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4

補正前の額 補 正 額

千円 千円

款 項 計

千円

5

1

1

3

3 教 育 災 害

水 産 業 費

商 業 費

河 川 海 岸 費

保 健 体 育 費

復  旧  費

5,592,658

76,429,992

32,945,672

1,853,384

359,182

65,320

17,800

772,112

27,709

15,300

5,657,978

76,447,792

33,717,784

1,881,093

374,482

6

7

8

9

商 工 費

土 木 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

4

1

2

1

2

農 林 水 産 業

土 木 災 害

林 業 費

教 育 総 務 費

社 会 教 育 費

災 害 復 旧 費

復 旧 費

86,807,316

91,095,446

139,934,459

22,508,166

18,239,007

33,595,919

2,092,513

7,100,817

9,464,012

17,800

772,112

241,989

2,522,743

371,840

174,816

39,464

830,612

1,676,831

86,825,116

91,867,558

140,176,448

25,030,909

18,610,847

33,770,735

2,131,977

7,931,429

11,140,843

927,006,843 11,128,932 938,135,775歳 出 合 計
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　　 第 3 表　債務負担行為補正

　　 　　1 　追　　　加

期　　　　間

　

令和 5 年度 130,428

6

夜間中学整備事業
　熊　本　市

事　　　　　　　　　　　項 限　度　額

千円
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期　　  間 限 度 額 期　  　間 限 度 額

1
　熊　本　市

 年次別内訳  年次別内訳

　 令和 5 年度 100,000 　 令和 5 年度 500,000

　 令和 6 年度 1,700,000 　 令和 6 年度 2,100,000

　 令和 7 年度 1,700,000 　 令和 7 年度 1,700,000

 年次別内訳  年次別内訳

　 令和 5 年度 108,559 　 令和 5 年度 270,521

　 令和 6 年度 46,128 　 令和 6 年度 68,501

　 令和 7 年度 45,734 　 令和 7 年度 68,107

　 令和 8 年度 45,734 　 令和 8 年度 68,107

　 令和 9 年度 45,398 　 令和 9 年度 67,771

7

千円 千円

県立劇場施設整備事業
令和 5 年度 788,420 （補 正 前 に 同 じ） 令和 5 年度 1,842,189

2 県営農地等災害復旧事業
 令和 5 年度
 ～令和 7 年度 3,500,000

（補 正 前 に 同 じ）
 令和 5 年度
 ～令和 7 年度 4,300,000

3 （補 正 前 に 同 じ）情報処理関連業務
 令和 5 年度
 ～令和 9 年度 291,553

 令和 5 年度
 ～令和 9 年度 543,007

　
　 2  変　　更

補　　正　　前 補　　正　　後

事　　　　　　 項 事　　　　　　 項
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    第 4表 地方債補正 

       1 追   加 

 

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利  率 償 還 の 方 法 

 

教 育 施 設 
現 年 発 生 国 庫 
補 助 事 業 費 

 
 

 
教 育 施 設 
現 年 発 生 単 県 
災 害 復 旧 事 業 費 

 
 

千円 

            

 
3,000 

 
 
 
 
 

6,000 
 
 
 
 

 

（借入先） 

  財務省、地方公 

 共団体金融機構、 

 会社、その他 

（借入方法） 

  証書借入又は証 

 券発行（他の地方 

 公共団体との共同 

 発行を含む。） 

（その他） 

  工事その他の都 

 合により、一部又 

 は全部を翌年度以 

降に繰り下げて借 

り入れることがで 

きる。 

  発行価格が額面 

 金額を下回るとき 

 は、その発行差額 

 をうめるため必要 

 な金額を加算した 

 額を限度額とする 

 ことができる。 

 

年5.0％ 

以 内 

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見 

直し後の利

率） 

   

  据置期間を含め 

 30年以内 

   半年賦元利均等 

 償還又は元金均等 

 償還、満期一括償 

 還等 

   ただし、県財政 

の都合により、繰 

上償還をなし、又 

は借換えをするこ 

 とができる。 

 
 
計 

 

 

9,000 

   

8 
 

9



 

 

  
 

     2  変  更 

起債の目的 
補      正      前 補      正      後 

限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 
治 山 国 庫 
補 助 事 業 費 
 
公 共 土 木 
現年発生国庫 
補 助 事 業 費 
 
単県治山事業費 
 
単 県 河 川 
整 備 事 業 費 
 
単 県 砂 防 
整 備 事 業 費 
 
治 山 現 年 
発生単県災害 
復 旧 事 業 費 
 

 

千円 

 
3,611,000 

 
 
 

329,000 
 

99,000 
 
 

6,761,000 
 
 

1,446,000 
 
 
 

23,000 
 
 
 

（借入先） 

 財務省、地

方公共団体金 

融機構、会社、

その他 

（借入方法） 

 証書借入又

は証券発行（他

の地方公共団

体との共同発 

行を含む｡) 

（その他） 

 工事その他 

の都合により、 

一部又は全部

を翌年度以降

に繰り下げて

借り入れるこ

とができる。 

 発行価格が

額面金額を下

回るときは、

その発行差額

をうめるため

必要な金額を

加算した額を

限度額とする 

ことができる。 

 

年5.0％ 

以 内 

（ただし、 

利率見直 

し方式で 

借り入れ 

る資金に 

ついて、 

利率の見 

直しを行 

った後に 

おいては、 

当該見直 

し後の利 

率） 

据置期間を

含め30年以内 

 半年賦元利

均等償還又は

元金均等償還、

満期一括償還

等 

 ただし、県

財政の都合に

より、繰上償

還をなし、又

は借換えをす

ることができ

る。 

千円 

 
3,679,000 

 
 
 

758,000 
 

182,000 
 
 

7,289,000 
 
 

1,689,000 
 
 
 

41,000 
 
 
 

   

 
計 12,269,000  

 

 13,638,000 

   

19 

（補 正 前 に 同 じ） 

9 
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教 育 委 員 会

一　般　会　計 （単位：千円）

課 名 補正前の額 計

国支出金 地方債 その他

教 育 政 策 課 1,485,903 1,485,903

学 校 人 事 課 110,157,936 149,606 110,307,542 74,803 74,803

文 化 課 1,090,738 6,050 3,933 1,100,721 3,933 6,050

施 設 課 5,168,068 15,300 5,183,368 6,060 9,000 240

高 校 教 育 課 2,112,201 2,112,201

特 別 支 援 教 育 課 303,274 303,274

学校安全・安心推進課 563,872 563,872

体 育 保 健 課 1,617,264 27,709 1,644,973 27,709

義 務 教 育 課 467,524 25,210 492,734 25,210

社 会 教 育 課 1,346,930 12,800 16,681 1,376,411 16,681 12,800

人 権 同 和 教 育 課 33,772 33,772

一 般 会 計 合 計 124,347,482 59,360 197,929 124,604,771 129,186 9,000 119,103

熊本県立高等学校実習資金特別会計 （単位：千円）

高 校 教 育 課 389,226 389,226

熊本県育英資金等貸与特別会計 （単位：千円）

高 校 教 育 課 724,323 724,323

合　　　　　計 （単位：千円）

教育委員会合計 125,461,031 59,360 197,929 125,718,320 129,186 9,000 119,103

令 和 ４ 年 度 ９ 月 補 正 予 算 総 括 表

補　　正　　額  　の  　財  　源  　内　  訳

特     　定     　財     　源
一般財源

通　常　分
補　正　額

コ ロ ナ 分
補 正 額
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（別　紙）

歳出予算補正（一般会計） （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

○　保健体育費 27,709

体育保健課 県営体育施設整備事業
県営体育施設における新型コロナウイ
ルス感染症対策のための換気機能を
備えた空調設備の整備に要する経費

27,709

教育委員会　令和４年度９月補正予算　内訳

課　名 事業名 事　業　内　容

241,989

義務教育課 夜間中学整備事業 25,210

補正額

○　教育費

○　教育総務費 174,816

安藤忠雄建築研究所との協定に基づ
き設置するこども図書館の設置に向け
た準備に要する経費

令和６年４月開校予定の夜間中学の施
設整備に要する経費

12,800

○　社会教育費 39,464

社会教育課 こども図書館設置準備事業

学校人事課
学校施設等におけるクラスター
発生防止対策事業

小学校等の教職員等に対する抗原検
査に要する経費

149,606

文化課 文化財保存事業
令和２年７月豪雨で被災した国宝青井
阿蘇神社の防災施設の復旧に要する
経費

6,050

社会教育課 青少年教育施設管理運営費
青少年教育施設における新型コロナウ
イルス感染症拡大を防止するための自
動水栓化等に要する経費

16,681

文化課 管理運営費
美術館における新型コロナウイルス感
染症拡大を防止するための施設整備
に要する経費

3,933

教育委員会　　　合　　計 257,289

○　災害復旧費 15,300

○　教育災害復旧費 15,300

施設課 県立学校施設災害復旧事業
令和４年７月の大雨により被災した県
立高等学校施設の災害復旧に要する
経費

15,300
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債務負担行為補正（追加）

債務負担行為補正（変更）

内　　容

夜間中学整備事業
熊　本　市

令和5年度 130,428

夜間中学整備に係る工事費
 (理由)
令和６年４月の開校予定に合わせ
て工期を設定する必要があるため

課　名

義務教育課

事　項 期　間 限  度  額

内　　容

教育政策課 情報処理関連業務 令和5年度 9,405 令和5年度 148,994

県立学校のＩＣＴ支援員配置業務委
託
（理由）
委託契約の手続き（募集、契約締
結、人材育成）に時間を要するため

課　名 事　項
補　正　前

期　間 限度額

補　正　後

期　間 限度額
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 1 

第 ４ 号 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例の

制定について 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例を次の

ように制定することとする。 

  令和４年９月９日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本県職員等の定年等に関する条例（昭和５９年熊本県条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条－第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条－第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「）第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「。以下「法」

という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２２条の５第１項、第２８条の２、第２ 

８条の５、第２８条の６第１項から第３項まで並びに第２８条の７並びに警察法（昭和

２９年法律第１６２号）第５６条の４第２項」に改め、同条の次に次の章名を付する。 

第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改め、同条ただし書及び各号を削る。 

第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事由がある」に、

「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」に、「その職員を当該」を

「当該職員を当該定年退職日において従事している」に、「引き続いて」を「、引き続

き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、第９条各項の規定により異動期間（同条第１項に規定する異動期間をいう。

以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又は第２項の規定により延長され

た異動期間を含む。）を延長した職員であって、定年退職日において管理監督職（第

６条に規定する職をいう。以下この条及び次章において同じ。）を占めている職員に
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ついては、第９条第１項又は第２項の規定により当該異動期間を延長した場合であっ

て、引き続き勤務させることについて人事委員会の承認を得たときに限るものとし、

当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算

して３年を超えることができない。 

第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「より」の次に「生ずる欠員を容

易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」に改め、同項第２号中「その

職員」を「当該職員」に、「できないとき」を「できず公務の運営に著しい支障が生ず

ること」に改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同

条第２項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「ある」に改

め、「得て、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項ただし書中「

その」を「当該」に改め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規定する職員にあ

っては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加え、同条第３

項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権者は」の次に「、第

１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規定により期限が延

長された職員について」を加え、「第１項の事由が存しなくなった」を「第１項各号に

掲げる事由がなくなった」に、「その」を「当該」に、「繰り上げて退職させることが

できる」を「繰り上げるものとする」に改める。 

本則に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次に掲げる職（熊本県一

般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）第４条第１項第４ 

号アに規定する医療職給料表(1)の適用を受ける医師及び歯科医師が占める職を除 

く。）とする。 

( 1 ) 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例第７条の２第１項、熊本県立学校職

員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）第８条の２第１項、熊本

県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年熊本県条例第４６号）

第４条及び熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２０年熊本

県条例第１１号）第５条に規定する管理職手当を支給される職員の職 

( 2 ) 警察法第６２条に規定する警視又は警部の階級にある熊本県警察の警察官（前

号に掲げる職を除く。） 

( 3 ) 前２号に掲げる職との権衡上必要があると認められる職として人事委員会規則

で定める職 

（管理監督職勤務上限年齢） 
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第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年とす

る。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この章

において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、法第１３条、第１５

条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほか、次に掲げる基

準を遵守しなければならない。 

( 1 ) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又は

転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条において「降任等」と

いう。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の

２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行

能力」という。）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認め

られる職に、降任等をすること。 

( 2 ) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督職

勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の職制上

の段階に属する職に、降任等をすること。 

( 3 ) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職が

属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員（以

下この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もする場合には、

第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認

められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職

制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に、降任等を

すること。 

２ 前項の規定は、警察法第５６条の４第１項の規定による任命について準用する。こ

の場合において、前項中「任命権者」とあるのは「熊本県警察本部長」と、「法第２

８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この章において「他の職への降任

等」という。）」とあるのは「警察法第５６条の２第１項に規定する特定地方警務官

（以下単に「特定地方警務官」という。）に対し、同法第５６条の４第１項の規定に

よる任命（以下「特定任命」という。）」と、同項各号中「職員」とあるのは「特定

地方警務官」と、同項第１号中「降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下こ

の条及び第１０条において「降任等」という。）」とあるのは「特定任命」と、「降

任等を」とあるのは「特定任命を」と、同項第２号中「降任等」とあるのは「特定任

命」と、同項第３号中「他の職への降任等」とあるのは「特定任命」と、「降任等を

した」とあるのは「特定任命をした」と、「、降任等」とあるのは「、特定任命」と
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読み替えるものとする。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、次

に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間（

当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後におけ

る最初の４月１日までの間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、当該

異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ。）で当該

異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占め

たまま勤務をさせることができる。 

( 1 ) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職員

の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務の運営に

著しい支障が生ずること。 

( 2 ) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の他

の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障

が生ずること。 

( 3 ) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生ずる

こと。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長され

た期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲げる

事由が引き続きあると認めるときは、人事委員会の承認を得て、延長された当該異動

期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日があ

る職員にあっては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間 

内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。 

ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る

異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、他

の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理

監督職であって、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の

特別の事情がある管理監督職として人事委員会規則で定める管理監督職をいう。以下

この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監

督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能

力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に
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係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満

たない等の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生

ずる欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めると

きは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員

に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する

特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により延

長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定す

る事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延長

することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（

前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を

占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、人事委員会

の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期

間内で延長された当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条各項の規定により異動期間を延長する場合及び同条第３項

の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員の同意を得な

ければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条各項の規定により異動期間を延長した場合において、当

該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の職へ

の降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員そ 

の他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する場合を除く。）  

をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年以上退職者」という。）を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務

の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職

でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通常の勤

務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次条において同じ。）に採用

することができる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要
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する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合にお

ける定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、県が組織する地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合の年齢６０年以上退職者を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務

の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

第１４条 この条例の実施に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

附則に次の５項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

７ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規定の適用 

については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６５年」とあるのは、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで  ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで  ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで６４年 

８ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における地方公務員法の一部

を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年熊本県条例第 

 号。以下この項から附則第１０項までにおいて「令和４年改正条例」という。）第

１条の規定による改正前の第３条第１号に掲げる職員に相当する職員に対する第３条

の規定の適用については、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる期間の区

分に応じ、同条中「６５年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６５年 

９ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における令和４年改正条例第

１条の規定による改正前の第３条第２号に掲げる職員に相当する職員に対する第３条

の規定の適用については、第７項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる期間の

区分に応じ、第３条中「６５年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

令和５年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

１０ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期
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を定めて任用される職員、非常勤職員及び令和４年改正条例による改正前の第３条第

１号に掲げる職員に相当する職員を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０年

に達する日の属する年度の前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思

の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年

度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末

日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年 

度の末日を経過することとなった職員（以下この項において「末日経過職員」という。） 

を除く。）にあっては当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期

間、末日経過職員にあっては当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初

日である場合は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年齢

６０年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な

情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認する

よう努めるものとする。 

１１ 熊本県警察本部長は、当分の間、警察法第５６条の２第１項に規定する特定地方

警務官が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度において、当該特定地方警務官

に対し、当該特定地方警務官が年齢６０年に達する日以後に適用される任用及び給与

に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日

以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 （熊本県一般職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

 第５条第３項中「の定める」を「で定める」に改め、同条第４項中「その者」を「当

該職員」に改め、同条第６項中「同項」を「同項前段」に、「その者」を「当該職員」

に改め、同条第１０項を次のように改める。 

１０ 法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時

間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、第１項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第

１３号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第３項の規定により定められた当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

 第５条の２を削る。 

第１０条第１項第１号及び第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条

20



 8 

第３項第１号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、「相当する額（以

下」の次に「この号及び次項において」を加え、同号ただし書中「以下」の次に「この

号及び第３号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改め、同項第２号中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第３号中「その

者」を「当該職員」に改め、同条第４項中「交通機関等（以下」を「交通機関等（第１

号及び次項において」に、「。以下」を「。第１号及び次項において」に改め、同項第

１号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、同号ただし書中「以下」の

次に「この号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改める。 

第１３条第１項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第２項中「再任用短時間勤

務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第５項中「（第２項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）」を削り、同項第１号中「場合は」を「場合に

は」に改め、同条第６項第１号中「場合は」を「場合には」に改める。 

第１５条の５第２項中「第１５条の６」を「第１５条の６第２項各号」に、「その者」

を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第１５条の６第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その者」を「当

該職員」に改め、同条第２項第１号及び第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

第１５条の７第１項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第１５条の８の２第１項中「第７条の３」を「第５条第２項から第９項まで、第７条

の３」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則第２項中「取扱」を「取扱い」に改める。 

附則に次の１０項を加える。 

１２ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４

月１日（附則第１４項及び第１６項において「特定日」という。）以後、当該職員に

適用される給料表の給料月額のうち、第５条第１項の規定により当該職員の属する職

務の級並びに同条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定により当該職員の受ける

号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１

００円に切り上げるものとする。）とする。 

１３ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

( 1 ) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 
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( 2 ) 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和４年熊本県条例第 号）第１条の規定による改正前の熊本県職員等の定年

等に関する条例（昭和５９年熊本県条例第２号）第３条第１号に掲げる職員に相当

する職員 

( 3 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条

第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された同条例第６条各号に掲げる職を占める職員 

( 4 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務

している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用され

ていた職員を除く。） 

１４ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、当該

他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１８項において「異動日」とい

う。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第

１２項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項及び附則第１６項におい

て「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に

１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げ

るものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととな

る職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則

第１２項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料

月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

１５ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合

計額が第５条第１項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給

料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と

特定日給料月額」とあるのは、「第５条第１項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

１６ 警察法第５６条の４第１項の規定による任命により職員となった者のうち、特定

日給料月額が、当該任命をされた日の前日に当該職員が適用を受けていた一般職の職

員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第６条に規定する公安職俸給表に

定められる俸給月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数

を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれ 

を１００円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎俸給月額」という。） 

に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、 

特定日以後、附則第１２項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎俸給
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月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

１７ 附則第１５項の規定は、前項の規定の適用について準用する。この場合において、 

附則第１５項中「前項」とあるのは「附則第１６項」と、「基礎給料月額」とあるの

は「基礎俸給月額」と読み替えるものとする。 

１８ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１２項の規定の適

用を受ける職員に限り、附則第１４項に規定する職員を除く。）であって、同項の規

定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の

間、当該職員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、附則

第１４項及び第１５項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１９ 附則第１４項、第１６項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第１２項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給

される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受け

る給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、附則第１４項から前項ま

での規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２０ 附則第１４項、第１６項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する

第１５条の５第５項（第１５条の６第４項において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、第１５条の５第５項中「給料月額」とあるのは、「給料月額と附則

第１４項、第１６項、第１８項又は第１９項の規定による給料の額との合計額」とす

る。 

２１ 附則第１２項から前項までに定めるもののほか、附則第１２項の規定による給料

月額、附則第１４項の規定による給料その他附則第１２項から前項までの規定の施行

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 441,000

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

241,500 253,200 257,300 288,600 305,100 319,200 342,800 377,900 409,500

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員
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別表第３再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

別表第４アの表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

別表第４イの表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

 別表第４ウの表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

 （熊本県職員の分限に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本県職員の分限に関する条例（昭和２６年熊本県条例第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条中「次条」を「以下この条、次条」に、「とする」を「並びに法第２８条の２

第１項に規定する降給（同項本文の規定による他の職への転任により現に属する職務の

級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなった場

合において、降格することをいう。）とする」に改める。 

 第３条中「降任された」を「降任により現に属する職務の級より同一の給料表の下位

の職務の級に分類されている職務を遂行することとなった」に、「該当する場合におい

て」を「該当し」に、「ときは」を「場合は」に改める。 

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円

217,500 258,700 283,500 325,900 384,400

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円

296,200 338,600 393,000 466,000

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円 円 円

188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円 円

235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員
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 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の見

出し及び２項を加える。 

（経過措置） 

２ 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）附則第

１２項若しくは熊本県立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９

号）附則第１４項に規定する措置又は規則その他の規程で定める法附則第２６項の給

与に関する特例措置により降給をする場合における第２条の規定の適用については、

当分の間、第２条中「とする」とあるのは「並びに熊本県一般職の職員等の給与に関

する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）附則第１２項若しくは熊本県立学校職員の

給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）附則第１４項に規定する措置又

は規則その他の規程で定める法附則第２６項の給与に関する特例措置による降給とす

る」とする。 

３ 第５条第２項の規定は、前項に規定する場合には、適用しない。この場合において、 

当該職員には、人事委員会規則の規定により、前項の措置又は給与に関する特例措置

により給料月額が異動することとなった旨の通知を行うものとする。 

（熊本県職員の懲戒に関する条例の一部改正） 

第４条 熊本県職員の懲戒に関する条例（昭和２６年熊本県条例第４５号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条中「、給料」を「の期間、その発令の日に受ける給料の額」に、「１０分の１

以下」を「１０分の１以下に相当する額」に改め、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の額の１０分の１に相当する額

を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

（熊本県職員等退職手当支給条例の一部改正） 

第５条 熊本県職員等退職手当支給条例（昭和２８年熊本県条例第５６号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項中「及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。） 

第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規

定により採用された者」を削り、同条第２項中「含む。」の次に「第１０条第２項にお

いて「勤務日数」という。」を、「１８日」の次に「（１月間の日数（熊本県の休日を

定める条例（平成元年熊本県条例第１０号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算

入しない。）が２０日に満たない日数の場合には、１８日から２０日と当該日数との差 

に相当する日数を減じた日数。第１０条第２項において「職員等みなし日数」という。）」 

を加え、同項ただし書中「法」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「 

法」という。）」に改め、同条第３項を削る。 
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第２条の３第２項中「第６条の４」を「第６条の５」に改める。 

第２条の４中「第５条の２」を「第５条の３の２」に、「並びに第６条及び第６条の

２」を「及び第６条から第６条の３まで」に、「第６条の３」を「第６条の４」に改め

る。 

第４条第１項中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２８条の

３第１項」を「第２８条の７第１項」に改める。 

第５条第１項中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２８条の

３第１項」を「第２８条の７第１項」に改め、同条第２項中「（前項」を「（同項」に

改める。 

第５条の４を第５条の５とし、第５条の３を第５条の４とする。 

第５条の２中「前条第１項」を「第５条第１項」に、「１０年」を「１５年」に、「 

同項の規定の適用については、同項中「退職日給料月額」とあるのは、「退職日給料月

額及び当該退職日給料月額に退職の日において定められているその者に係る定年と退職

の日以後の最初の３月３１日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき１

００分の３を乗じて得た額の合計額」」を「同項及び前条第１項の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるもの」に改め、同条に次の表を加える。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第５条第１項 

 

退職日給料月額 
 

退職日給料月額及び当該退職日

給料月額に退職の日において定

められているその者に係る定年

と退職の日以後の最初の３月３

１日におけるその者の年齢との

差に相当する年数１年につき１

００分の３を乗じて得た額の合

計額 

第５条の２第１

項第１号 

及び特定減額前給料月額 並びに特定減額前給料月額及び

特定減額前給料月額に退職の日

において定められているその者

に係る定年と退職の日以後の最

初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１

年につき１００分の３を乗じて

得た額の合計額 
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第５条の２第１

項第２号 

退職日給料月額に、 退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定めら

れているその者に係る定年と退

職の日以後の最初の３月３１日

におけるその者の年齢との差に

相当する年数１年につき１００

分の３を乗じて得た額の合計額

に、 

第５条の２第１

項第２号イ 

前号に掲げる額 その者が特定減額前給料月額に

係る減額日のうち最も遅い日の

前日に現に退職した理由と同一

の理由により退職したものと

し、かつ、その者の同日までの

勤続期間及び特定減額前給料月

額を基礎として、前３条の規定

により計算した場合の退職手当

の基本額に相当する額 

第５条の２を第５条の３とし、同条の次に次の１条を加える。 

（特定任命により職員等となった後に退職した者に関する準用規定） 

第５条の３の２ 第５条の２（前条において読み替えて適用する場合を含む。）の規定

は、特定任命により職員等となった後に退職した者について準用する。この場合にお

いて、第５条の２中「退職した者（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の

４第１項の規定による任命（第５条の３の２及び附則第４０項において「特定任命」

という。）により職員等となった後に退職した者及び附則第４３項第１号に掲げる職

員等として退職した者を除く。）」とあるのは「特定任命（警察法（昭和２９年法律

第１６２号）第５６条の４第１項の規定による任命をいう。）により職員等となった

後に退職した者」と、「給料月額の減額改定（給料月額の改定をする条例が制定され

た場合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月額が減額

されることをいう。」とあるのは「俸給月額の減額改定（国家公務員退職手当法（昭

和２８年法律第１８２号）第５条の２に規定されている俸給月額の減額改定をいう。」

と、「給料月額が減額されたことがある場合」とあるのは「俸給月額が減額されたこ

とがある場合（特定任命を受けたことにより、特定任命前の俸給月額よりも低い給料

月額を支給されることとなった場合を含む。）」と、「給料月額のうち」とあるのは

「俸給月額のうち」と、同条並びに前条の表第５条の２第１項第１号の項及び第５条 

の２第１項第２号イの項中「特定減額前給料月額」とあるのは「特定減額前俸給月額」
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と読み替えるものとする。 

第５条の次に次の１条を加える。 

（一定の年齢に達した場合の退職手当の基本額に係る特例） 

第５条の２ 退職した者（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の４第１項の

規定による任命（第５条の３の２及び附則第４０項において「特定任命」という。）

により職員等となった後に退職した者及び附則第４３項第１号に掲げる職員等として

退職した者を除く。）の基礎在職期間のうち規則で定める期間中に、給料月額の減額

改定（給料月額の改定をする条例が制定された場合において、当該条例による改定に

より当該改定前に受けていた給料月額が減額されることをいう。以下同じ。）以外の

理由によりその者の給料月額が減額されたことがある場合において、当該理由が生じ

た日（以下「減額日」という。）における当該理由により減額されなかったものとし 

た場合のその者の給料月額のうち最も多いもの（以下「特定減額前給料月額」という。）  

が、退職日給料月額よりも多いときは、その者に対する退職手当の基本額は、前３条

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる額の合計額とする。 

( 1 ) その者が特定減額前給料月額に係る減額日のうち最も遅い日の前日に現に退職

した理由と同一の理由により退職したものとし、かつ、その者の同日までの勤続期

間及び特定減額前給料月額を基礎として、前３条の規定により計算した場合の退職

手当の基本額に相当する額 

( 2 ) 退職日給料月額に、アに掲げる割合からイに掲げる割合を控除した割合を乗じ

て得た額 

ア その者に対する退職手当の基本額が前３条の規定により計算した額であるもの

とした場合における当該退職手当の基本額の退職日給料月額に対する割合 

イ 前号に掲げる額の特定減額前給料月額に対する割合 

２ 前項の「基礎在職期間」とは、その者に係る退職（この条例その他の条例の規定に

より、この条例の規定による退職手当を支給しないこととしている退職を除く。）の

日以前の期間のうち、次の各号に掲げる在職期間に該当するもの（当該期間中にこの

条例の規定による退職手当の支給を受けたこと又は第７条第５項に規定する職員等以

外の地方公務員等若しくは同項第４号に規定する特定一般地方独立行政法人等職員と

して退職したことにより退職手当（これに相当する給与を含む。）の支給を受けたこ

とがある場合におけるこれらの退職手当に係る退職の日以前の期間及び第７条第７項

の規定により職員等としての引き続いた在職期間の全期間が切り捨てられたこと又は

第１２条第１項若しくは第１４条第１項の規定により一般の退職手当等（一般の退職

手当及び第９条の規定による退職手当をいう。以下同じ。）の全部を支給しないこと

とする処分を受けたことにより一般の退職手当等の支給を受けなかったことがある場 
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 合における当該一般の退職手当等に係る退職の日以前の期間（これらの退職の日に職 

  員等、第７条第５項に規定する職員等以外の地方公務員等又は同項第４号に規定する 

特定一般地方独立行政法人等職員となったときは、当該退職の日前の期間）を除く。） 

をいう。 

( 1 ) 職員等としての引き続いた在職期間 

( 2 ) 第７条第５項の規定により職員等としての引き続いた在職期間に含むものとさ 

れた職員等以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間 

( 3 ) 第７条第５項第１号に規定する再び職員等となった者の同号に規定する職員等

以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間 

( 4 ) 第７条第５項第２号に規定する場合における先の職員等以外の地方公務員とし

ての引き続いた在職期間、特定一般地方独立行政法人職員又は特定地方公社職員と

しての引き続いた在職期間及び後の職員等以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間 

( 5 ) 第７条第５項第３号に規定する場合における先の職員等以外の地方公務員等と

しての引き続いた在職期間、特定公庫等職員としての引き続いた在職期間及び後の

職員等以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間 

( 6 ) 第７条第５項第４号に規定する場合における特定一般地方独立行政法人等職員

としての引き続いた在職期間及び職員等以外の地方公務員としての引き続いた在職

期間 

( 7 ) 第７条第５項第５号に規定する場合における特定公庫等職員としての引き続い

た在職期間及び国家公務員としての引き続いた在職期間 

( 8 ) 第７条第５項第６号に規定する再び職員等となった者の同号に規定する特定一

般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間及び職員等以外の地方公務

員としての引き続いた在職期間 

( 9 ) 第７条第５項第７号に規定する再び職員等となった者の同号に規定する特定公

庫等職員としての引き続いた在職期間及び国家公務員としての引き続いた在職期間 

(10) 第７条第６項に規定する場合における先の職員等以外の地方公務員としての引

き続いた在職期間、特定一般地方独立行政法人職員としての引き続いた在職期間及

び後の職員等以外の地方公務員としての引き続いた在職期間 

(11) 第８条第１項に規定する再び職員等となった者の同項に規定する特定一般地方

独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間 

(12) 第８条第２項に規定する場合における特定一般地方独立行政法人等職員として

の引き続いた在職期間 

(13) 第８条第３項第１号に規定する再び職員等となった者の同号に規定する先の特
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定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間、職員等以外の地方公

務員としての引き続いた在職期間及び後の特定一般地方独立行政法人等職員として

の引き続いた在職期間 

(14) 第８条第３項第２号に規定する再び職員等となった者の同号に規定する先の特

定公庫等職員としての引き続いた在職期間、国家公務員としての引き続いた在職期

間及び後の特定公庫等職員としての引き続いた在職期間 

(15) 第８条第３項第３号に規定する場合における職員等以外の地方公務員としての

引き続いた在職期間及び特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職

期間 

(16) 第８条第３項第４号に規定する場合における国家公務員としての引き続いた在

職期間及び特定公庫等職員としての引き続いた在職期間 

(17) 第８条第３項第５号に規定する場合における先の特定一般地方独立行政法人等

職員としての引き続いた在職期間、職員等以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間及び後の特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間 

(18) 第８条第３項第６号に規定する場合における先の特定公庫等職員としての引き

続いた在職期間、国家公務員としての引き続いた在職期間及び後の特定公庫等職員

としての引き続いた在職期間 

(19) 前各号に掲げる期間に準ずるものとして知事が別に定める在職期間 

第６条の４第１項中「、第５条」の次に「、第５条の２（第５条の３の２において読

み替えて準用する場合を含む。）」を加え、同条を第６条の５とする。 

第６条の３第１項中「、その者の基礎在職期間」の次に「（第５条の２第２項に規定

する基礎在職期間をいう。以下同じ。）」を加え、「除く。以下」を「除く。第７条第

４項において」に改め、「額（以下」の次に「この項及び第５項において」を加え、同 

条第２項を削り、同条第３項中「（前項に規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）」 

を削り、「前項第２号」を「第５条の２第２項第２号」に、「第１項」を「前項」に改

め、同項を同条第２項とし、同条中第４項から第６項までを１項ずつ繰り上げ、同条を

第６条の４とする。 

第６条の２中「第５条の２に」を「第５条の３に」に、「前条」を「前２条」に、「 

同条中「第３条から第５条まで」とあるのは「第５条の２の規定により読み替えて適用

する第５条」と、「退職日給料月額」とあるのは「退職日給料月額及び退職日給料月額

に退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日以後の最初の３月３１

日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき１００分の３を乗じて得た額

の合計額」と、「これらの」とあるのは「第５条の２の規定により読み替えて適用する

第５条の」」を「次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同
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表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの」に改め、同条に次の表を加える。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第６条 第３条から第５条まで 第５条の３の規定により読み

替えて適用する第５条 

 退職日給料月額 退職日給料月額及び当該退職

日給料月額に退職の日におい

て定められているその者に係

る定年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数

１年につき１００分の３を乗

じて得た額の合計額 

 これらの 第５条の３の規定により読み

替えて適用する第５条の 

第６条の２ 第５条の２第１項（ 第５条の３の規定により読み

替えて適用する第５条の２第

１項（ 

同項第２号イ 第５条の３の規定により読み

替えて適用する同項第２号イ 

同項の 第５条の３の規定により読み

替えて適用する同項の 

第６条の２第１号 特定減額前給料月額（第

５条の３の２において読

み替えて準用する場合に

あっては、特定減額前俸

給月額（同条の規定によ

り読み替えられた第５条

の２に規定する特定減額

前俸給月額をいう。）。

次号において同じ。） 

特定減額前給料月額（第５条

の３の２において読み替えて

準用する場合にあっては、特

定減額前俸給月額（同条の規

定により読み替えられた第５

条の２に規定する特定減額前

俸給月額をいう。）。以下こ

の号及び次号において同じ。）

及び特定減額前給料月額に退

職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の 

日以後の最初の３月３１日に 
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  おけるその者の年齢との差に

相当する年数１年につき１０

０分の３を乗じて得た額の合

計額 

第６条の２第２号 特定減額前給料月額 特定減額前給料月額及び特定

減額前給料月額に退職の日に

おいて定められているその者

に係る定年と退職の日以後の

最初の３月３１日におけるそ

の者の年齢との差に相当する

年数１年につき１００分の３

を乗じて得た額の合計額 

第５条の２第１項第２号

イ 

第５条の３の規定により読み

替えて適用する第５条の２第

１項第２号イ 

及び退職日給料月額 並びに退職日給料月額及び退

職日給料月額に退職の日にお

いて定められているその者に

係る定年と退職の日以後の最

初の３月３１日におけるその

者の年齢との差に相当する年

数１年につき１００分の３を

乗じて得た額の合計額 

当該割合 当該第５条の３の規定により

読み替えて適用する同号イに

掲げる割合 

第６条の２を第６条の３とする。 

第６条の次に次の１条を加える。 

第６条の２ 第５条の２第１項（第５条の３の２において読み替えて準用する場合を含

む。以下この条において同じ。）の規定により計算した退職手当の基本額が次の各号

に掲げる同項第２号イ（第５条の３の２において読み替えて準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）に掲げる割合の区分に応じ当該各号に定める額を超えると

きは、同項の規定にかかわらず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基本額と
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する。 

( 1 ) ６０以上 特定減額前給料月額（第５条の３の２において読み替えて準用する

場合にあっては、特定減額前俸給月額（同条の規定により読み替えられた第５条の

２に規定する特定減額前俸給月額をいう。）。次号において同じ。）に６０を乗じ

て得た額 

( 2 ) ６０未満 特定減額前給料月額に第５条の２第１項第２号イに掲げる割合を乗

じて得た額及び退職日給料月額に６０から当該割合を控除した割合を乗じて得た額

の合計額 

第１０条第２項中「職員等について定められている勤務時間以上勤務した日（法令又

は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則により、勤務を要しないこととされ、又は 

休暇を与えられた日を含む。）」を「勤務日数」に、「１８日」を「職員等みなし日数」 

に改め、同条第４項中「、当該退職後」を「当該退職後」に、「」とする」を「」とし、

当該退職の日後に事業（その実施期間が３０日未満のものその他規則で定めるものを除

く。）を開始した職員等その他これに準ずるものとして規則で定める職員等が規則で定

めるところにより、知事にその旨を申し出たときは、当該事業の実施期間（当該実施期

間の日数が４年から第１項及びこの項の規定により算定される期間の日数を除いた日数

を超える場合における当該超える日数を除く。）は、第１項及びこの項の規定による期

間に算入しない」に改め、同条第１１項第５号中「第４条第８項」を「第４条第９項」

に改める。 

第１４条第１項第２号及び第３号中「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任

用短時間勤務職員に対する免職処分」に改める。 

第１５条第１項中「にあっては」を「には」に改め、同項第２号及び第３号中「再任

用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」に改め

る。 

第１７条第１項中「。以下この条」を「。以下この項から第６項まで」に、「にあっ 

ては」を「には」に改め、同条第２項から第４項までの規定中「にあっては」を「には」 

に改め、同条第５項中「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職

員に対する免職処分」に、「にあっては」を「には」に改める。 

第２０条中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

附則第１項中「因る」を「よる」に改める。 

附則第２９項中「第５条の２」を「第５条の３の２まで及び附則第４１項から第４７

項」に、「第６条の４第１項」を「第６条の５第１項」に改める。 

附則第３０項中「同項」の次に「又は第５条の２（第５条の３の２において読み替え

て準用する場合を含む。）及び附則第４４項」を加える。 
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附則第３１項中「第５条」の次に「又は附則第４２項」を加える。 

附則第３４項本文中「附則第１１条」を「附則第１３条」に改める。 

附則第３８項中「平成３４年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改める。 

附則に次の８項を加える。 

４０ 特定任命により職員等となった後に退職した者の基礎在職期間中に俸給月額の減

額改定（第５条の３の２の規定により読み替えられた第５条の２に規定する俸給月額

の減額改定をいう。）によりその者の俸給月額が減額されたことがある場合において、

その者の減額後の俸給月額が減額前の俸給月額に達しない場合にその差額に相当する

額を支給することとする法令又はこれに準ずる給与の支給の基準の適用を受けたこと

があるときは、この条例の規定による俸給月額には、当該差額を含まないものとする。 

４１ 当分の間、第４条第１項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者であ

って、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めの

ない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する

退職手当の基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用について

は、同条第１項中「又は第５条」とあるのは、「、第５条又は附則第４１項」とする。 

４２ 当分の間、第５条第１項の規定は、２５年以上の期間勤続した者であって、６０

歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退

職した者及び同条第１項又は第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当

の基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用については、同条

第１項中「又は第５条」とあるのは、「、第５条又は附則第４２項」とする。 

４３ 前２項の規定は、次に掲げる職員等が退職した場合に支給する退職手当の基本額

については適用しない。 

( 1 )  地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和４年熊本県条例第 号）第１条の規定による改正前の熊本県職員等の定年

等に関する条例（昭和５９年熊本県条例第２号）第３条第１号に掲げる職員に相当

する職員等 

( 2 ) 給与その他の処遇の状況が前号に掲げる職員等に類する職員等として規則で定

める職員等 

４４ 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）附則

第１２項、熊本県立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）

附則第１４項及び熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条

例第２０号）附則第９項の規定による職員等の給料月額の改定は、給料月額の減額改

定に該当しないものとする。 

４５ 当分の間、第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、第５条の３中「 
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定年退職日の属する年の前年の３月３１日」とあるのは「定年（附則第４３項各号に

掲げる職員以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号に掲げる職員にあっては６５

歳とし、同項第２号に掲げる職員にあっては規則で定める年齢とする。）に達する日

以後における最初の３月３１日の属する年の前年の３月３１日」と、第５条の３の表

第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並

びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中

「その者に係る定年と退職の日以後の最初の３月３１日におけるその者の年齢との差

に相当する年数１年につき」とあるのは「その者に係る定年（附則第４３項各号に掲

げる職員以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号に掲げる職員にあっては６５歳

とし、同項第２号に掲げる職員にあっては規則で定める年齢とする。）と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき」とす

る。 

４６ 当分の間、第５条第１項（２５年以上勤続し、法律の規定に基づく任期を終えて

退職した者及び勤務公署の移転により退職した者であって任命権者が知事の承認を得

たものを除く。）に規定する者に対する第５条の３の規定の適用については、同条中

「１５年」とあるのは、「１０年」とするほか、次の表の左欄に掲げる者の区分に応

じ、第５条の３の表以外の部分中「退職の日において定められているその者に係る定

年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第４３項各号に掲げる職員以外の者 ６０歳 

附則第４３項第１号に掲げる職員 ６５歳 

附則第４３項第２号に掲げる職員 規則で定める年齢 

４７ 当分の間、次の各号のいずれかに掲げる者であって前項の表の左欄に掲げる者（ 

附則第４３項第１号に掲げる職員を除く。）が同表の右欄に掲げる年齢に達する日以

後における最初の３月３１日の属する年の前年の４月１日から定年退職日の属する年

の前年の３月３１日までに退職したときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の

適用については、前２項の規定にかかわらず、第５条の３の表第４条第１項及び第５

条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに

第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１

００分の３」とあるのは、「１００分の２を退職の日において定められているその者

に係る定年と退職の日以後の最初の３月３１日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数で除して得た割合」とする。 

( 1 ) 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生ずることによ

り退職した者であって任命権者が知事の承認を得たもの 

( 2 ) 公務上の傷病又は死亡により退職した者 
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（熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 

第６条 熊本県立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）の一部

を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

第６条第４項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第６項中「同項」を「同項前 

段」に、「その者」を「当該職員」に改め、同条第１０項を次のように改める。 

 １０ 法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時

間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、第１項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第

１３号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第３項の規定により定められた当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

第６条の２を削る。 

第１１条第１項第１号及び第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条

第３項第１号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、「相当する額（以

下」の次に「この号及び次項において」を加え、同号ただし書中「以下」の次に「この

号及び第３号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改め、同項第２号中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第３号中「その

者」を「当該職員」に改め、同条第４項中「交通機関等（以下」を「交通機関等（第１

号及び次項において」に、「。以下」を「。第１号及び次項において」に改め、同項第

１号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、同号ただし書中「以下」の

次に「この号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改める。 

第１６条第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１７条第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その者」を「当該職

員」に改め、同条第２項第１号及び第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

第１７条の２第２項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１８条中「第８条の３」を「第６条第２項から第９項まで、第８条の３」に、「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則第９項中「給与取扱」を「給与の取扱い」に改める。 

附則に次の８項を加える。 
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１４ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４

月１日（附則第１６項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給

料表の給料月額のうち、第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の級並びに

同条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定により当該職員の受ける号給に応じた

額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り

上げるものとする。）とする。 

１５ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

( 1 ) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

( 2 ) 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和４年熊本県条例第 号）第１条の規定による改正前の熊本県職員等の定年

等に関する条例（昭和５９年熊本県条例第２号）第３条第１号に掲げる職員に相当

する職員 

( 3 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条 

第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された同条例第６条各号に掲げる職を占める職員 

( 4 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務

している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用され

ていた職員を除く。） 

１６ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、当該

他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１８項において「異動日」とい

う。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第

１４項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月

額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を

乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円

以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。以

下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（人事委員

会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第１４項の規定に

より当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相

当する額を給料として支給する。 

１７ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合

計額が第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給

料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と
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特定日給料月額」とあるのは、「第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

１８ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１４項の規定の適

用を受ける職員に限り、附則第１６項に規定する職員を除く。）であって、同項の規

定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の

間、当該職員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、附則

第１６項及び前項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１９ 附則第１６項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第１４項の 

規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、人事委員会規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を

給料として支給する。 

２０ 附則第１６項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する第１７条の

３第２項及び第１７条の４第２項の規定の適用については、これらの規定中「給料月

額」とあるのは、「給料月額と附則第１６項、第１８項又は第１９項の規定による給

料の額との合計額」とする。 

２１ 附則第１４項から前項までに定めるもののほか、附則第１４項の規定による給料

月額、附則第１６項の規定による給料その他附則第１４項から前項までの規定の施行

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

  

 

 

 

（熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

第６条第３項中「の定める」を「で定める」に改め、同条第４項中「その者」を「当

該職員」に改め、同条第６項中「同項」を「同項前段」に、「その者」を「当該職員」

に改め、同条第１０項を次のように改める。 

１０ 法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円

234,000 274,300 303,000 331,100 415,200

定年前再任用短時間
勤務職員
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間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、第１項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第

１３号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第３項の規定により定められた当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

第６条の２を削る。 

第１６条の２第２項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則第８項中「取扱」を「取扱い」に改める。 

附則に次の７項を加える。 

９ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４月

１日（附則第１１項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給料

表の給料月額のうち、第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の級並びに同

条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額

に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれ

を切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上

げるものとする。）とする。 

１０ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

( 1 ) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

( 2 ) 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和４年熊本県条例第 号）第１条の規定による改正前の熊本県職員等の定年

等に関する条例（昭和５９年熊本県条例第２号）第３条第１号に掲げる職員に相当

する職員 

( 3 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条

第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された同条例第６条各号に掲げる職を占める職員 

( 4 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務

している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用され

ていた職員を除く。） 

１１ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、当該

他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１３項において「異動日」とい

う。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第 

９項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」 
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という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じ

て得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上

１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。以下こ

の項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（人事委員会規

則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第９項の規定により当

該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する

額を給料として支給する。 

１２ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合

計額が第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給

料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と

特定日給料月額」とあるのは、「第６条第１項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

１３ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第９項の規定の適用

を受ける職員に限り、附則第１１項に規定する職員を除く。）であって、同項の規定

による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、

当該職員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、附則第１

１項及び第１２項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１４ 附則第１１項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第９項の規

定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員と

の権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の

ほか、人事委員会規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を給

料として支給する。 

１５ 附則第９項から前項までに定めるもののほか、附則第９項の規定による給料月額、

附則第１１項の規定による給料その他附則第９項から前項までの規定の施行に関し必

要な事項は、人事委員会規則で定める。 

 別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

 

 

 

 

（熊本県警察職員の懲戒に関する条例の一部改正） 

第８条 熊本県警察職員の懲戒に関する条例（昭和２９年熊本県条例第３５号）の一部を 

次のように改正する。 

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

円 円 円 円 円

225,200 271,100 298,100 324,400 405,200

定年前再任用短
時間勤務職員

40



 28 

第４条中「、給料」を「の期間、その発令の日に受ける給料の額」に、「５分の１以

下」を「５分の１以下に相当する額」に改め、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の額の５分の１に相当する額を

超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

 （熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第９条 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２９年熊本県条例第４１号） 

の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１０条 熊本県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３１年熊本県条例第３５号）の

一部を次のように改正する。 

 第２５条の２０中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

５ 給与条例附則第１４項、第１６項、第１８項又は第１９項の規定による給料を支給

される職員に対する第２５条の１４第２項の規定の適用については、同項中「給料月

額」とあるのは、「給料月額と給与条例附則第１４項、第１６項、第１８項又は第１

９項の規定による給料の額との合計額」とする。 

（熊本県報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第１１条 熊本県報酬及び費用弁償条例（昭和３２年熊本県条例第１４号）の一部を次の 

ように改正する。 

第１条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１２条 熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３２年熊本県条

例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 第１６条の見出し中「再任用職員等」を「特定の職員」に改め、同条中「第２８条の

４第１項若しくは第２８条の６第１項の規定により採用された職員又は法第２８条の５

第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員等退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第１３条 熊本県職員等退職手当支給条例の一部を改正する条例（昭和３７年熊本県条例

第７３号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項中「新条例第２条第２項」を「熊本県職員等退職手当支給条例第２条第２

項」に、「、新条例」を「、同条例」に、「新条例第３条」を「同条例第３条」に改め

る。 
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附則第７項中「新条例」を「熊本県職員等退職手当支給条例」に改める。 

（熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１４条 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年熊本県条例第

４６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

第１９条の３第１項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の６第１項の規定によ

り採用された職員又は同法第２８条の５第１項の」を「第２２条の４第１項に」に改め

る。 

附則に次の１項を加える。 

６ 当分の間、職員（管理者が定める職員を除く。）の給料月額は、当該職員が６０歳

に達した日後における最初の４月１日以後、管理者が定める額とする。 

 （熊本県市町村立学校職員のへき地手当等に関する条例の一部改正） 

第１５条 熊本県市町村立学校職員のへき地手当等に関する条例（昭和４６年熊本県条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若

しくは第２項」を「第２２条の４第１項若しくは第２２条の５第１項」に改める。 

（熊本県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部改正） 

第１６条 熊本県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６

年熊本県条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の見 

出し及び２項を加える。 

（経過措置） 

２ 県立学校給与条例附則第１６項、第１８項又は第１９項の規定による給料を支給さ

れる職員に対する第３条第１項の規定の適用については、同項中「給料月額」とある

のは、「給料月額と県立学校給与条例附則第１６項、第１８項又は第１９項の規定に

よる給料の額との合計額」とする。 

３ 市町村立学校給与条例附則第１１項、第１３項又は第１４項の規定による給料を支

給される職員に対する第３条第１項の規定の適用については、同項中「給料月額」

とあるのは、「給料月額と市町村立学校給与条例附則第１１項、第１３項又は第１

４項の規定による給料の額との合計額」とする。 

（熊本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第１７条 熊本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正する条例（昭和４８年熊本県条 

例第３９号）の一部を次のように改正する。 
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附則第５項中「第５条まで」の次に「又は附則第４１項若しくは第４２項」を加え、

「第５条の２」を「第５条の３の２まで及び附則第４１項から第４７項」に改める。 

附則第６項中「同項」の次に「又は同条例第５条の２（同条例第５条の３の２におい

て読み替えて準用する場合を含む。）及び附則第４４項」を加える。 

附則第７項中「第５条」の次に「又は附則第４２項」を加える。 

附則第８項中「、新条例」を「、熊本県職員等退職手当支給条例」に、「第５条の２」 

を「第５条の３の２」に、「第６条の４」を「第６条の５」に、「新条例及び」を「熊

本県職員等退職手当支給条例及び」に改める。 

附則第１４項中「対する新条例」を「対する熊本県職員等退職手当支給条例」に、「 

第６条の４の」を「第６条の５の」に、「、新条例第２条の４から第５条の２まで及び

第６条から第６条の４」を「、同条例第２条の４から第５条の３の２まで及び第６条か

ら第６条の５」に改め、同項第１号中「新条例」を「熊本県職員等退職手当支給条例」

に、「第５条の２」を「第５条の３の２」に、「第６条の４」を「第６条の５」に改め

る。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例の一部改正） 

第１８条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例（昭和

６３年熊本県条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４

第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員を除く。）」を削り、同項

第３号中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加え、同項第５

号中「第２８条第２項各号の一に」を「第２８条第２項各号のいずれかに」に、「第２

９条各号の一に」を「第２９条第１項各号のいずれかに」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号の次に次の１号を加える。 

( 5 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条各項の規定により異動期間（これら

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

第６条第２項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員等の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１９条 熊本県職員等の育児休業等に関する条例（平成４年熊本県条例第１４号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第４号を第６号とし、第３号の次に次の２号を加える。 

( 4 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条各項の規定により異動期間（これら

の規定により延長された期間を含む。第１０条第４号において同じ。）を延長され

た管理監督職を占める職員 

( 5 ) 熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第１
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号）第４条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員 

第９条第１項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

第１０条に次の１号を加える。 

( 4 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条各項の規定により異動期間を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

第１５条の表第５条第１０項の項を削り、同表第１０条第３項第２号の項中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表第１３条第５項の項

を削り、同表第１３条第６項の項中「育児休業条例」を「熊本県職員等の育児休業等に

関する条例（平成４年熊本県条例第１４号）」に改める。 

第１６条の表第６条第１０項の項を削り、同表第１１条第３項第２号の項中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１７条の表第６条第１０項の項を削る。 

第２３条第１項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

第２５条の表第１０条第３項第２号の項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同表第１３条第５項の項を削り、同表第１３条第６項の項

中「育児休業条例」を「熊本県職員等の育児休業等に関する条例（平成４年熊本県条例

第１４号）」に改め、同表第１５条の７第１項の項中「再任用短時間勤務職員」を「定 

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表第１５条の８の２第１項の項中「再任用職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第２６条の表第１１条第３項第２号の項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同表第１８条の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

第２８条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、「再任用短

時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。 

第２９条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」

に改める。 

（熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２０条 熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は同法第２８条 

の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項」に改め、 

「で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの」を削り、「再任

用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３条第１項ただし書及び第２項ただし書、第４条第２項並びに第１２条第１項第１
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号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関する条例の一部改正） 

第２１条 公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関する条例（平成１３年熊本県条例

第５３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４

第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員を除く。）」を削り、同項

第３号中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加え、同項中第

５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

( 5 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条各項の規定により異動期間（これら

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

第７条第１項及び第２項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

第１１条第１号中「（地方公務員法第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規

定により採用された職員を除く。）」を削り、同条中第５号を第６号とし、第４号の次

に次の１号を加える。 

( 5 ) 熊本県職員等の定年等に関する条例第９条各項の規定により異動期間（これら

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

第１７条中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

（熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２２条 熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第４項及び第９条第４項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。 

（熊本県職員の人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第２３条 熊本県職員の人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年熊本県

条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員等退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２４条 熊本県職員等退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

附則第２条第 1 項中「第２条の４から第５条の２」を「第２条の４から第５条の３の

２」に、「第６条の４」を「第６条の５」に改める。 

附則第４条中「新条例第６条の３」を「熊本県職員等退職手当支給条例第６条の４」

に改める。 

（熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部改正） 
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第２５条 熊本県職員等の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年熊本県条例第６７号） 

の一部を次のように改正する。 

第１１条第１項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員等の修学部分休業に関する条例の一部改正） 

第２６条 熊本県職員等の修学部分休業に関する条例（平成１９年熊本県条例第６８号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

（熊本県職員等の高齢者部分休業に関する条例の一部改正） 

第２７条 熊本県職員等の高齢者部分休業に関する条例（平成１９年熊本県条例第６９号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「本文」及び「（同条ただし書の規定の適用を受ける職員にあっては、

同条ただし書各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める年齢）」を削る。 

第３条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

（熊本県職員等の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例の一部改正） 

第２８条 熊本県職員等の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例（平成１９年熊本県

条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２８条の

３第１項」を「第２８条の７第１項」に改める。 

（熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２９条 熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２０年熊本県条例

第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

第２８条第１項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の６第１項の規定により採

用された職員又は同法第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

４ 当分の間、職員（管理者が定める職員を除く。）の給料月額は、当該職員が６０歳

に達した日後における最初の４月１日以後、管理者が定める額とする。 

（熊本県職員等の配偶者同行休業に関する条例の一部改正） 

第３０条 熊本県職員等の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年熊本県条例第５０号） 

の一部を次のように改正する。 

第１１条第１項中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員の退職管理に関する条例の一部改正） 
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第３１条 熊本県職員の退職管理に関する条例（平成２８年熊本県条例第２号）の一部を

次のように改正する。 

第１条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（熊本県職員等の再任用に関する条例の廃止） 

第３２条 熊本県職員等の再任用に関する条例（平成１２年熊本県条例第７６号）は、廃

止する。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条中熊本県職員等退

職手当支給条例第２条第２項本文、第１０条並びに附則第３４項及び第３８項の改正規

定並びに第１３条及び附則第１１条の規定は、公布の日から施行する。 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前に第１条の規

定による改正前の熊本県職員等の定年等に関する条例（以下「旧条例」という。）第４

条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同

条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下この項におい

て同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤務延長職員」

という。）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到

来する場合において、第１条の規定による改正後の熊本県職員等の定年等に関する条例

（以下この条から附則第１０条までにおいて「新条例」という。）第４条第１項各号に

掲げる事由があると認めるときは、人事委員会の承認を得て、これらの期限の翌日から

起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、

当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して

３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４

月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年

の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条例第３条に規定する定年をい

う。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日である場合には、

施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超える職及びこれに相当する基

準日以後に設置された職その他の人事委員会規則で定める職に、基準日から基準日の翌

年の３月３１日までの間に新条例第４条第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則

第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において同

日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日に
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おける旧条例第３条に規定する定年）に達している職員（当該人事委員会規則で定める

職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任すること

ができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について準用

する。 

 （熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用に関する 

経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３ 

月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」という。） 

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条

例定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置

された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職

が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に

係る年齢。次条第１項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の人

事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、

当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

( 1 ) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

( 2 ) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前条

第１項の規定により勤務した後退職した者 

( 3 ) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であっ

て、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

( 4 ) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であっ

て、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公務員法

再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の

規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項若しくは次項、次条第１

項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは

第２項の規定により採用することをいう。次項第６号において同じ。）をされたこと

がある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に

係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職

に採用することができる。 
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( 1 ) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

( 2 ) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した者 

( 3 ) 施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３年改正法

による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第２２条の４第３

項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

( 4 ) 施行日以後に新条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、新地方公

務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第３項に規

定する任期が満了したことにより退職した者 

( 5 ) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

( 6 ) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任用を

されたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更

新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用する者又は

この項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならな

い。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第

１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該

暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力

評価及び業績評価の全体評語その他勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行

うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用

職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（県が組織する地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合をいう。次項及び附則第６条

において同じ。）における令和３年改正法附則第４条第１項各号に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務

を要する職に係る旧条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規

則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤

務を要する職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組合に

おける令和３年改正法附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末

49



 

 37 

日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新

条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基

づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用

することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３

条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、

当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１２条に規定する短時間勤務の職

をいう。以下この条、次条及び附則第８条から第１０条までにおいて同じ。）に係る旧

条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が

当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧条例定年（施行

日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものと

した場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と

同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）

をいう。次条第１項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の人事

委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当

該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の

規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定

年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年をいう。次条

第２項及び附則第１０条において同じ。）に達している者（新条例第１２条の規定によ

り当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他

の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条の５第３項

において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合におけ

る令和３年改正法附則第４条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日ま

での間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年

相当年齢に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基

づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用する
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ことができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新地方

公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規

定にかかわらず、組合における令和３年改正法附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、

特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間

勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達している者（新条例第１３条第１項の規定によ

り当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他

の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う令和３年改正法附則第８条第３

項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

( 1 ) 施行日以後に新たに設置された職 

( 2 ) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合における旧条例第３条に規定する定年に準じた

当該職に係る年齢とする。 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う令和３年改正法附則第８条第４

項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める

職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条

の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

( 1 ) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

( 2 ) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年

改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の４

第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたもの

とした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が同項に

規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた同項に

規定する職に係る年齢とする。 

 （熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う令和３年改正法附則第８条第５

項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員） 
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第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当

該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間における各年の４月１

日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置されていたも

のとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定年

を超える職とする。 

( 1 ) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

( 2 ) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の

前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年

に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例

定年に達している職員とする。 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年前再任用短時間勤務職員に

関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月

１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌年の

３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日における新条

例定年相当年齢を超える短時間勤務の職及びこれに相当する基準日以後に設置された短

時間勤務の職その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「 

新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新条

例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者となった者（基準日前から新条例第４条第

１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基

準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係

る新条例定年相当年齢に達している者（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職に

あっては、人事委員会規則で定める者）を、新条例第１２条又は第１３条第１項の規定

により採用することができず、新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例

第１２条又は第１３条第１項の規定により採用された職員（以下この条において「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該新

条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している定年

前再任用短時間勤務職員（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人

事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任す

ることができない。 

（熊本県職員等の定年等に関する条例の一部改正に伴う令和３年改正法附則第２条第３ 
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項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢６０年

とする。 

（熊本県一般職の職員等の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１２条 第２条の規定による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（以下

「改正後の一般職給与条例」という。）附則第１２項から第２１項までの規定は、令和 

３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

２ 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を

令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第

５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改

正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１

項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。以下この条及び次条において同

じ。）のうち暫定再任用短時間勤務職員（暫定再任用職員であって新地方公務員法第２

２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものをいう。以下この条及び附則第

１９条において同じ。）を除いた職員の給料月額は、当該暫定再任用職員が改正後の一

般職給与条例第５条第１０項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下この条にお

いて「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される熊

本県一般職の職員等の給与に関する条例第４条第２項に規定する給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第５条第１項の規定により当

該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第１項に 

規定する育児短時間勤務をしている暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。） 

に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、熊本県職

員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第２項の規定により定められた当該暫定再任

用職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る」とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再

任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される熊本県一般職の職員等の給与に

関する条例第４条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる

基準給料月額のうち、同条例第５条第１項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員

の属する職務の級に応じた額に、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第

３項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の一

53



 

 41 

般職給与条例第１０条第３項、第１３条第２項及び第１５条の７の規定を適用する。 

６ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の一般職給与条

例第１５条の５第３項の規定を適用する。 

７ 改正後の一般職給与条例第１５条の６第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合 

  における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同 

項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは

「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法

律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附

則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しく

は第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の規定によ

り採用された職員をいう。次号において同じ。）」と、同項第２号中「定年前再任用短 

時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

８ 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例第５条第２項、第５項及び第７項から第９

項まで、第７条の３から第９条まで、第９条の３、第９条の５、第１１条の２並びに第

１１条の３並びに改正後の一般職給与条例第５条第３項、第４項及び第６項の規定並び

に第１５条の規定による改正後の熊本県市町村立学校職員のへき地手当等に関する条例

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

９ 第２項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項（次条第

２項に規定する事項を除く。）は、人事委員会規則で定める。 

（熊本県職員等退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１３条 暫定再任用職員に対する第５条の規定による改正後の熊本県職員等退職手当支

給条例（次項において「新条例」という。）第２条第１項の規定の適用については、同

項中「特別の定めがある者」とあるのは「特別の定めがある者及び地方公務員法の一部

を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの

規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条

第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３

項の規定により採用された者」とする。 

２ 前項に定めるもののほか、暫定再任用職員に対する新条例の規定の適用に関し必要な

事項は、規則で定める。 

（熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１４条 第６条の規定による改正後の熊本県立学校職員の給与に関する条例（以下「改

正後の県立学校職員給与条例」という。）附則第１４項から第２１項までの規定は、令
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和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しな

い。 

２ 暫定再任用県立学校職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条

第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項

の規定により採用された職員をいう。以下この条において同じ。）のうち暫定再任用短

時間勤務県立学校職員（暫定再任用県立学校職員であって新地方公務員法第２２条の４

第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものをいう。以下この条において同じ。）を

除いた職員の給料月額は、当該暫定再任用県立学校職員が改正後の県立学校職員給与条

例第６条第１０項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下この条において「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される熊本県立学校

職員の給与に関する条例第５条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第１項の規定により当該暫定再任用県

立学校職員の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をし

ている暫定再任用県立学校職員（暫定再任用短時間勤務県立学校職員を除く。）に対す

る前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、熊本県職員の勤

務時間、休暇等に関する条例第２条第２項の規定により定められた当該暫定再任用県立

学校職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する」とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務県立学校職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務県立学

校職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される熊本県立学校

職員の給与に関する条例第５条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第１項の規定により当該暫定再任用短

時間勤務県立学校職員の属する職務の級に応じた額に、熊本県職員の勤務時間、休暇等

に関する条例第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務県立学校

職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ 暫定再任用短時間勤務県立学校職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改

正後の県立学校職員給与条例第１１条第３項の規定を適用する。 

６ 暫定再任用県立学校職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の県立

学校職員給与条例第１６条第３項及び第１７条の２第２項の規定を適用する。 

７ 改正後の県立学校職員給与条例第１７条第１項の職員に暫定再任用県立学校職員が含

まれる場合における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算

定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」

とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用県立学校職員（地方公務員法
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の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項、第

５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第

３項の規定により採用された職員をいう。次号において同じ。）」と、同項第２号中「 

定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任

用県立学校職員」とする。 

８ 熊本県立学校職員の給与に関する条例第６条第２項、第５項及び第７項から第９項ま

で、第８条の３から第１０条まで、第１０条の４、第１４条の２並びに第１４条の３並

びに改正後の県立学校職員給与条例第６条第３項、第４項及び第６項の規定は、暫定再

任用県立学校職員には適用しない。 

９ 第２項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用県立学校職員に関し必要な事項

は、人事委員会規則で定める。 

 （熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１５条 第７条の規定による改正後の熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例（以

下「改正後の市町村立学校職員給与条例」という。）附則第９項から第１５項までの規

定は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には

適用しない。 

２ 暫定再任用市町村立学校職員（令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替

えて適用する令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しく

は第２項の規定により採用された職員をいう。以下この条において同じ。）のうち暫定

再任用短時間勤務市町村立学校職員（暫定再任用市町村立学校職員であって新地方公務

員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものをいう。以下この条に

おいて同じ。）を除いた職員の給料月額は、当該暫定再任用市町村立学校職員が改正後

の市町村立学校職員給与条例第６条第１０項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（ 

以下この条において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合

に適用される熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例第５条第２項に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第１

項の規定により当該暫定再任用市町村立学校職員の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をし 

ている暫定再任用市町村立学校職員（暫定再任用短時間勤務市町村立学校職員を除く。） 

に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、熊本県職

員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第２項の規定により定められた当該暫定再任

用市町村立学校職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする」とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務市町村立学校職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務市
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町村立学校職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される熊本

県市町村立学校職員の給与に関する条例第５条第２項に規定する給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第１項の規定により当

該暫定再任用短時間勤務市町村立学校職員の属する職務の級に応じた額に、熊本県職員

の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用

短時間勤務市町村立学校職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た

数を乗じて得た額とする。 

５ 暫定再任用市町村立学校職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の

市町村立学校職員給与条例第１６条の２第２項の規定を適用する。 

６ 熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例第６条第２項、第５項及び第７項から第

９項まで並びに改正後の市町村立学校職員給与条例第６条第３項、第４項及び第６項の

規定並びに第１５条の規定による改正後の熊本県市町村立学校職員のへき地手当等に関

する条例の規定は、暫定再任用市町村立学校職員には適用しない。 

７ 第２項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用市町村立学校職員に関し必要な

事項は、人事委員会規則で定める。 

 （熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１６条 第１２条の規定による改正後の熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定

める条例第４条、第４条の４、第５条の２、第５条の３及び第１２条の規定は、令和３

年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第５条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員には適用しない。 

（熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１７条 第１４条の規定による改正後の熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する

条例第５条、第６条、第６条の４、第８条の２及び第１６条の規定は、令和３年改正法

附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定により採用さ

れた職員には適用しない。 

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例の一部改正に

伴う経過措置） 

第１８条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの 

規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、 

第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年

改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職員であって、短時間勤務の職（新地方公 

務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう。）を占める職員を除く。） 
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に対する第１８条の規定による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員

等の処遇等に関する条例第２条第２項第１号の規定の適用については、同号中「任期を

定めて任用される職員」とあるのは「任期を定めて任用される職員（暫定再任用職員（ 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条

第１項若しくは第３項の規定により採用された職員であって、短時間勤務の職（地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

いう。）を占める職員を除く。）を除く。）」とする。 

 （熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１９条 暫定再任用短時間勤務職員は、第２０条の規定による改正後の熊本県職員の勤

務時間、休暇等に関する条例第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、同項、同条例第３条、第４条第２項及び第１２条第１項第１号の規定を適用す

る。 

 （公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２０条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの 

規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、 

第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年

改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職員であって、短時間勤務の職（新地方公 

務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう。）を占める職員を除く。） 

に対する第２１条の規定による改正後の公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関す

る条例第２条第２項第１号及び第１１条第１号の規定の適用については、これらの規定

中「任期を定めて任用される職員」とあるのは「任期を定めて任用される職員（暫定再

任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第

１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（ 

これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員であって、短時間勤務の

職（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職をいう。）を占める職員を除く。）を除く。）」とする。 

 （熊本県職員等の高齢者部分休業に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２１条 当分の間、第１条の規定による改正後の熊本県職員等の定年等に関する条例附
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則第７項の規定の適用を受ける職員に対する第２７条の規定による改正後の熊本県職員

等の高齢者部分休業に関する条例第２条第２項の規定の適用については、同項中「規定

する年齢」とあるのは、「規定する定年（退職の日において定められているその者に係

る定年に達する日が令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間である場合に

おいては、同条例附則第７項の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。）」とする。 

２ 当分の間、第１条の規定による改正後の熊本県職員等の定年等に関する条例附則第９

項の規定の適用を受ける職員に対する第２７条の規定による改正後の熊本県職員等の高

齢者部分休業に関する条例第２条第２項の規定の適用については、同項中「規定する年

齢」とあるのは、「規定する定年（退職の日において定められているその者に係る定年

に達する日が令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間である場合において

は、同条例附則第９項の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。）」とする。 

 （熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２２条 第２９条の規定による改正後の熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関す

る条例第６条、第７条、第８条第２項、第９条及び第２１条の規定は、令和３年改正法

附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定により採用さ

れた職員には適用しない。 

（提案理由） 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正等に伴い、関係規定を整備する

必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する 

条例について（教育委員会所管分） 

 学校人事課   

 

１ 改正の必要性 

 「地方公務員法の一部を改正する法律」の施行等に伴い、関係条例の一部を改正

する必要がある。 

 

２ 改正の内容 

国家公務員の定年引上げによる地方公務員法の一部改正に伴い、施行日（令和 5年

4月 1日）以降、60歳に達した職員の給与について、国家公務員との均衡の原則等を

考慮し、給与水準を７割とする等の必要な措置を講ずるために、給与に関する条例等

の改正を行うもの。 

改正する条例（教育委員会所管分）は以下のとおり。 

 熊本県立学校職員の給与に関する条例 

 熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例 

 熊本県市町村立学校職員のへき地手当等に関する条例 

 熊本県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例 

 

３ 改正内容の詳細 

（１）当分の間、職員が 60歳※に達した日後の 4月 1日（特定日）以後の給料月額

は、職員が受ける級号給に応じた給料月額の「7 割水準」とする。  

※技能労務職員（用務員や介助員等）は 63 歳。 

  ＜例＞ 
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（２）管理監督職の職員が、勤務上限年齢に達したことにより降任した場合、特定

日以後の給料について、「降任する前の給料月額の７割水準」となるよう、「管

理監督職勤務上限年齢調整額」を支給する。 

 ＜例＞ 

 

（３）地方公務員法の改正により再任用制度が廃止されることに伴い、 

・「定年前再任用短時間勤務制」が導入されること 

・定年の段階的な引上げ期間中、「暫定再任用制度」が措置されること 

から、対象となる職員の給与について必要な規定を設ける。 

 

４ 条例の施行期日 

 令和５年４月１日 
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第 １９ 号 

財産の無償貸付けについて 

財産を次のように無償で貸し付けることとする。 

  令和４年９月９日提出 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫  

区分 所在地 面積 
貸付けの 

相 手 方 

貸付けの 

目  的 
貸付期間 摘要 

土地 阿蘇郡高森

町大字高森

字里木２２

１３番１ほ

か１筆 

1,395.78

平方メー

トル 

高森町 熊本県立高

森高等学校

等の生徒を

対象とする

町営寮の整

備及び運営

に利活用す

るため 

契約書に定

める貸付期

間の始期か

ら令和９年

３月３１日

まで 

左欄の貸

付 期 間

は、更新

すること

が で き

る。 

 （提案理由） 

 高森町に財産を無償で貸し付ける必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。                      
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条 例 等 議 案 関 係 （概 要） 

議案番号 議 案 名 内     容 

第１９号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の無償貸付

けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高森高等学校教職員住宅跡地の無償貸付け 

●財産区分：土地 

●所 在 地：阿蘇郡高森町大字高森字里木 

２２１３番１ほか１筆 

●面  積：土地２筆 1,395.78㎡ 

●貸付けの相手方：高森町 

●貸付けの目的：熊本県立高森高等学校等の生徒を対象

とする町営寮の整備及び運営に利活用

するため 

●貸付期間：契約書に定める貸付期間の始期から 

令和９年３月３１日まで 
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第 ３７ 号 

   専決処分の報告及び承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

  令和４年９月９日提出 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

専第 １４ 号 

和解及び損害賠償額の決定について 

令和３年４月から令和４年５月まで、和解の相手方の許諾を得ずにその著作物を熊本県

立熊本北高等学校のホームページに掲載して著作権を侵害したことに関し、和解の相手方

と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、和解することとする。 

  令和４年８月１０日専決 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項 

個 人 

（著作者） 

２８，０００円  当事者双方は、今後本件に関して、

裁判上又は裁判外において一切の異議

及び請求の申立てをしないこと。 
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条 例 等 議 案 関 係 （概 要） 

議案番号 議 案 名 内     容 

第３７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告

及び承認につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専決処分した案件の名称 

  著作権の侵害に係る和解及び損害賠償額の決定 

 

２ 和解の相手方 

個人（著作者） 

 

３ 損害賠償の額 

２８，０００円 

 

４ 事案の概要 

令和３年４月から令和４年５月まで、著作者の

許諾を得ずに、その著作物を熊本県立熊本北高等

学校のホームページに掲載して著作権を侵害した

ことに関し、ホームページの管理責任者である県

が著作者に対して損害賠償を行うこととして、著

作者と県との間で、損害賠償の額を決定し、和解

したもの。 
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第 ３８ 号 

   専決処分の報告及び承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

  令和４年９月９日提出 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

専第 １５ 号 

和解について 

令和３年４月から令和４年５月まで、著作者の許諾を得ずにその著作物を熊本県立熊本

北高等学校のホームページに掲載して著作権を侵害したことに関し、和解の相手方と熊本

県との間に次のとおり和解することとする。 

  令和４年８月１０日専決 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

和解の相手方 
熊本県が和解の相手方

に対して求償する額 
和 解 事 項 

オゾンブルー 

（熊本県立熊本北高

等学校のホームペー

ジを制作した者から

本件の求償に係る債

務を引き受けた者） 

２８，０００円  当事者双方は、今後本件に関し

て、裁判上又は裁判外において一切

の異議及び請求の申立てをしないこ

と。 
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条 例 等 議 案 関 係 （概 要） 

議案番号 議 案 名 内     容 

第３８号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告

及び承認につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専決処分した案件の名称 

  著作権の侵害による損害賠償の額の求償に係る

和解 

 

２ 和解の相手方 

オゾンブルー（熊本県立熊本北高等学校のホー

ムページを制作した者から本件の求償に係る債務

を引き受けた者）。 

 

３ 求償額 

２８，０００円 

 

４ 事案の概要 

令和３年４月から令和４年５月まで、著作者の

許諾を得ずに、その著作物を熊本県立熊本北高等

学校のホームページに掲載して著作権を侵害した

ことに関し、県が、著作者に対して行う損害賠償

の額に相当する額を、同校のホームページを制作

した者（制作過程で、著作者の許諾を得ずにその

著作物を掲載）に対して求償することとして、そ

の求償に係る債務を引き受けたオゾンブルーと県

との間で、和解したもの。 
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